
４ 普通会計

普通会計とは、地方財政状況調査(決算統計)において、地方公共団体相互間の比較及び時

系列の比較が可能となるよう全国統一の基準により分類する会計で、公営事業会計以外の会

計（一般会計と特別会計）において、会計間の繰入れ及び繰出しによる重複額を控除するな

どの整理をしている。

（１） 支出済額の推移

普通会計の過去 5年間の支出済額の推移を見ると、令和 3年度を除き年々増加している。

令和 4 年度の支出済額は、619 億 4,072 万円となり、令和 3 年度と比べて 34 億 1,328 万

円(5.8％)増加している。

（２） 性質別経費の推移

普通会計の過去 5 年間の性質別経費の推移を見ると、義務的経費は年々増加していたが、

令和 4 年度は 260 億 623 万円(構成比 42.0％)となり、令和 3 年度と比べて 9,122 万円

(0.4％)減少している。また、投資的経費は年々減少していたが、令和 4 年度は 60 億 7,090

万円(構成比 9.8％)となり、令和 3 年度と比べて 7 億 1,719 万円(13.4％)増加している。

令和 4 年度と平成 30 年度の性質別経費の構成比を比較すると、義務的経費が 2.4 ポイ

ント、投資的経費が 13.0 ポイント低下し、その他の経費は 15.4 ポイント上昇している。

(注)1 「義務的経費」は、人件費(投資的経費に係るものを除く。)、扶助費及び公債費である。

2 「投資的経費」は、普通建設事業費及び災害復旧事業費であり、投資的経費に係る人件費が含まれる。

3 「その他の経費」は、義務的経費及び投資的経費以外の経費で、物件費及び補助費等である。
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（３） 義務的経費の推移

普通会計の過去 5 年間の義務的経費の推移を見ると、人件費は令和 2 年度に会計年度任用

職員制度が開始され増加していたが、令和 4 年度は 56 億 5,228 万円(構成比 21.7％)となり、

令和 3 年度と比べて 1 億 243 万円(1.8％)減少している。

扶助費は年々増加していたが、令和 4 年度は 156 億 6,068 万円(構成比 60.2％)となり、

令和 3 年度と比べて 14 億 9,091 万円(8.7％)減少している。

公債費は令和元年度に減少したものの令和 2 年度から再び増加し、令和 4 年度は 46 億

9,326 万円(構成比 18.0％)となり、令和 3 年度と比べて 15 億 212 万円(47.1％)増加してい

る。

（４） 普通建設事業費の推移

投資的経費の大部分を占める普通建設事業費の過去 5 年間の推移を見ると、年々減少して

いたが、令和 4 年度は 48 億 858 万円となり、令和 3 年度と比べて 2,809 万円（0.6％）増加

している。
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（５） 財政力指数等の推移

普通会計における財政力指数等の過去 5 年間の推移は、以下のとおりである。

ア 財政力指数

令和 4 年度の財政力指数(１に近いほど又は 1 を超えるほど財政力が強い。)は、0.62 と

なり、ほぼ横ばいである。

イ 経常収支比率

令和 4 年度の経常収支比率(比率が低いほど弾力性が高い。)は、95.9％となり、令和 3

年度と比べて 3.2 ポイント悪化している。
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ウ 経常一般財源等比率

経常一般財源等比率は、標準的状況で収入すると期待される一般財源の規模と現実に収入

する一般財源を比較することによって歳入構造の弾力性を判断する指標である(100 を超える

度合いが高いほど一般財源に余裕があり、税収の落ち込みなどの収入状況の変化に対応でき

る（歳入構造に弾力性がある。）とされている。)。令和 4 年度は、101.1％となり、令和 3 年

度より 3.7 ポイント改善している。

エ 実質公債費比率

実質公債費比率は、公債費による財政負担の度合いを判断する指標 (18％以上の団体は地

方債の発行の際に許可が必要となり、25％以上の団体は特定の事業の起債が制限されること

となる。) であり、平成 18 年度から地方債発行が許可制度から協議制度に移行したことに伴

い導入されている。令和 4 年度は、8.9％となり、令和 3 年度と比べて 0.1 ポイント改善して

いる。
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（６） プライマリーバランスの推移

公債費以外の歳出が市債以外の歳入で賄われているかどうかを示す指標であるプライマ

リーバランスの過去 5 年間の推移を見ると、令和元年度に回復し、令和 2 年度から黒字化し

ている。令和 4 年度は主に市税の増加により、令和 3 年度と比べ 7 億 4,125 万円増加し、51

億 8,062 万円の黒字となっている。

また、平成 13 年度から発行している臨時財政対策債(地方財政収支の不足額を補塡するた

め特例として認められる地方債)を「歳入から控除する市債」に含めない場合のプライマリ

ーバランスは、令和 4 年度は 55 億 9,556 万円の黒字となっている。

(注)1 プライマリーバランス＝(歳入－市債)－(歳出－公債費)

2 一般会計に限る。
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５ 財産の状況

（１） 公有財産

ア 土 地

令和 4 年度末の現在高は、941 万 7,562.18 ㎡であり、令和 3 年度末と比べて 4 万

2,584.95 ㎡(0.45％)減少している。

行政財産の令和 4 年度末現在高は、301 万 8,584.48 ㎡であり、令和 3 年度末と比べて

5,496.94 ㎡(0.18％)減少している。減少の主な理由は、市営住宅用地を普通財産へ変更

したことによるものである。

普通財産の令和 4 年度末現在高は、639 万 8,977.70 ㎡で、令和 3 年度末と比べて 3 万

7,088.01 ㎡(0.58％)減少している。減少の主な理由は、第 2 大村ハイテクパークの分譲

によるものである。

イ 建 物

令和 4 年度末の現在高は、31 万 5,767.08 ㎡であり、令和 3 年度末と比べて 766.81 ㎡

(0.24％)減少している。

行政財産の令和 4 年度末現在高は、31 万 4,562.67 ㎡であり、令和 3 年度末と比べて

766.81 ㎡(0.24％)減少している。減少の主な理由は、市立図書館・史料館仮事務所等の

の減少によるものである。

普通財産の令和 4 年度末現在高は、1,204.41 ㎡であり、令和 3 年度末から増減はない。

(単位：㎡)

令 和 3 年 度 末 令 和 4 年 度 末

現 在 高 増 加 減 少 計 現 在 高

（A) （B) （C) (D＝B－C) (A＋D)

公 用 財 産 112,114.84 1.38 0.00 1.38 112,116.22 

公共 用財 産 2,911,966.58 9,856.61 15,354.93 △ 5,498.32 2,906,468.26 

計 3,024,081.42 9,857.99 15,354.93 △ 5,496.94 3,018,584.48 

6,436,065.71 13,636.08 50,724.09 △ 37,088.01 6,398,977.70 

9,460,147.13 23,494.07 66,079.02 △ 42,584.95 9,417,562.18 

第60表　土地の増減状況

令 和 4 年 度 中

普 通 財 産
( 山林 を含 む）

合 計

区 分

行
政
財
産

(単位：㎡)

令 和 3 年 度 末 令 和 4 年 度 末

現 在 高 増 加 減 少 計 現 在 高

（A) （B) （C) (D＝B－C) (A＋D)

公 用 財 産 28,921.97 65.72 ― 65.72 28,987.69 

公共 用財 産 286,407.51 284.59 1,117.12 △ 832.53 285,574.98 

計 315,329.48 350.31 1,117.12 △ 766.81 314,562.67 

1,204.41 ― ― ― 1,204.41 

316,533.89 350.31 1,117.12 △ 766.81 315,767.08 

第61表　建物の増減状況

令 和 4 年 度 中

普 通 財 産

合 計

区 分

行
政
財
産
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ウ 山 林

令和 4 年度末の現在高は、530 万 3,200 ㎡であり、令和 3 年度末と比べて 6,500 ㎡(0.1％)

減少している。

立木の推定蓄積量の令和 4 年度末現在高は、22 万 586 ㎥であり、令和 3 年度末と比べて

1,664 ㎥(0.8％)増加している。

エ 無体財産権

大村のイメージソング「光る海」の著作権、大村市マスコットキャラクター「おむらん

ちゃん」の著作権及び商標権、「義犬華丸」の商標権、「ミライｏｎ図書館」ロゴの商標権

に加え、令和 4 年度に新幹線開業ＰＲテーマソング「虹のレール」の著作権が増加してい

る。

オ 有価証券

株券の令和 4 年度末の現在高は 9,945 万円であり、令和 3 年度末から増減はない。

カ 出資による権利

令和 4 年度末の現在高は、8 億 5,767 万円であり、令和 3 年度末から増減はない。

（２） 物 品

大村市物品会計規則に定める重要物品(取得価格 50 万円以上の物品及び自動車)の令和 4

年度末現在高は、24 種別、135 品目の合計 797 点となっている。

車両については、新規購入が 2 台、廃車が 5 台で、令和 4 年度末保有台数は 168 台となっ

ている。

物品については、投票用紙読取分類機など 10 品目 12 点を購入している。

(単位：千円)

令 和 3 年 度 末 令 和 4 年 度 中 令 和 4 年 度 末

現 在 高 増 減 高 現 在 高

（A) （B) (A＋B)

㈱ 大 村 市 総 合 地 方 卸 売 市 場 47,900 0 47,900 

長 崎 空 港 ビ ル デ ィ ン グ ㈱ 26,000 0 26,000 

大 村 未 来 づ く り ㈱ 25,000 0 25,000 

オ リ エ ン タ ル エ ア ブ リ ッ ジ ㈱ 552 0 552 

合 計 99,452 0 99,452 

第62表　有価証券の増減状況

区 分

株　

券
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（３） 債 権

令和 4 年度末の現在高は、5 億 7,551 万円であり、市民税(特別徴収分)の増により当年度

中に 1,233 万円(2.2％)増加している。

（４） 基 金

令和 4 年度末の現在高は、189 億 3,964 万円であり、令和 3 年度末と比べて 48 億 7,452

万円(34.7％)増加している。なお、出納整理期間中の増減を加味した金額は、295 億 4,830

万円であり、令和 3 年度と比べて 106 億 1,371 万円(56.1％)増加している。

(単位：千円)

令 和 3 年 度 末 令和4年度末

現 在 高 積 立 額 取 崩 額 現 在 高

(A) (B) (C) (D=A+B-C) (D－A)

2,084,499 477,876 0 2,562,376 477,876 

(2,561,792) (575,828) (0) (3,137,621) (575,828)

674,083 189 0 674,272 189 

(674,083) (600,189) (0) (1,274,272) (600,189)

761,703 213 0 761,916 213 

(761,703) (300,213) (0) (1,061,916) (300,213)

7,219,939 8,002,021 3,823,231 11,398,729 4,178,790 

(11,396,708) (11,002,021) (2,067,150) (20,331,579) (8,934,871)

36,313 0 1,600 34,713 △ 1,600

(34,713) (0) (1,057) (33,656) (△1,057)

314,319 63,919 0 378,238 63,919 

(378,238) (116,471) (0) (494,709) (116,471)

1,728,713 1,210 0 1,729,923 1,210 

(1,728,713) (1,210) (0) (1,729,923) (1,210)

869,780 85,867 0 955,647 85,867 

(955,038) (58,954) (0) (1,013,992) (58,954)

356,095 145,609 88,943 412,761 56,667 

(412,548) (119,389) (107,548) (424,388) (11,840)

19,679 11,391 0 31,070 11,391 

(31,058) (15,193) (0) (46,252) (15,193)

14,065,124 8,788,295 3,913,774 18,939,645 4,874,521 

(18,934,595) (12,789,468) (2,175,755) (29,548,308) (10,613,713)

(注)1　各年度3月31日現在高である。

　　2　下段の(　)には、出納整理期間中の増減を加味した金額を記載している。

第63表　　基金の増減状況

令 和 4 年 度 中

区 分
増 減

財 政 調 整 基 金

地 域 振 興 基 金

減 債 基 金

モーターボート競走事業
収 益 基 金

文 化 基 金

国 民 健 康 保 険 基 金

市庁 舎建 設 整備 基 金

介 護 保 険 基 金

ふる さと づ くり 基 金

森林 環境 譲 与税 基 金

合　　計
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